
''第二章Ⅱ □第側-政策科学…⑩
社会が抱えるさまざまな問題にどのように取

り組むかということは，はるか古代から検公共政策学の系譜 ラスウェルによる五百

－公共政策学はどのように形成され．展開したのか？ 射されてきたことであるが，学問としての宣言が行われたのは第二次世界大

戦後であった。

政治学者のラスウェルと社会学者のラーナーがスタンフォード大学でシン

ポジウムを開催し，政策科学の概念を提示した。その論文集痴lj`ysciP"どＣｓ

が刊行きれると．政策科学は新しい学１１１１領域として注目きれた。

ラスウェルは同著に収録きれた論文“PolicyOrientation“で政策科学の基

本像を示した。まず，政策科学の背景として，２つの世界大戦NIIにおける科

学の発展と，知議活用への期待の高まりが指摘きれた。そして，政策科学の

基本的方向として，①政策決定と実施のプロセスの研究，②さまざまな学

問の適用．③価値の取り扱い．④問題柵造の時間的変化への関心，⑤民主

主義の確立という５つが提示きれた。

ラスウェルは当時隆盛を極めていた行動論政治学の代表的研究者として知

られ．政治学に精神分析を応用し，政治家のパーソナリティの分析といった

研究を行っていた。ラスウエル自身は民主主麓の政策科学（PolicySciencesof

Democ｢acy）を掲げたものの，政治学に科学的分析を導入したというラスウ

ェルの政治学者としてのキャリアと，前述の論文で数量的手法を強調してい

たため，政策科学は政策決定の合理化をめざす学問として認識きれた。そし

て，自動化の選好（p爬晦JmcefOrautomation）と称されるように，高度化した

分析手法をもとに合理的な意思決定を行い，吾らにそれをシステム化（自動

化）することによって政策決定から「政治」を排除することがめざされた。

イントロダクション

複雑化高度化していく現代社会において，社会問題（政策問題）の解

決の方向性と具体的な解決手段である公共政策の舷要性は年々増大してい

る。この公共政策を研究対象とし，政策決定の改善をめざす学問である公

共政策学への注目は日本でも高まってきた。

しかし，一種のブームの中で，公共政策学はどういう学問であるかとい

うことについては，必ずしも研究者間で合意があるわけではない。社会科

学のあり方として，アメリカの社会学者リンドの有名な“Knowledgefor

What？,．（何のための知識か）という問いかけがあるが，公共政策学にお

いては第二次世界大戦後に提唱されたときから自分探しの旅を続けてきた。

それでは，この公共政策学はそもそもどのような経緯で誕生し，発展し

てきたのであろうか。公共政策学を構成する知厳として，公共政策がどの

ように決定され，実施きれているかという公共政策のプロセスに関する

｢ofの知識」と，公共政策決定にどのような知識を投入するかという「ｉｎの

知識」という２つがあるが，それぞれどのように変化していったのであろ

うか。

(秀=ﾗｺﾆﾌ
自動化の選好，ＯＲ，システム分析，PPBS，段階モデル，インクリメン

タリズム，最適モデル，ポスト実証主義，参加型政策分析，政策学習 １－１「ｉｎの知識」の発展と政策過租への投入

璽三ZZ二．灘鰯雲恩二馳二雛。
分析手法の高度化が進んでいく中で，意思決定の強力な道具として注目きれ
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研究が本格的に行われた。

このように国内政策を充実させる一方で，ジョンソン大統領はＪ・Ｆ・ケネ

ディ政権で開始されたベトナム戦争を拡大した。戦時では兵器管理や物流管

理といったように，管理科学の手法が現場に適用されるが，ケネディ政権で

1961年に国防省長官となったマクナマラはシステム分析を積極的に活用し

た。フォード社の社長も経験したマクナマラは，戦時下で拡大していく予算

を合理的・効率的に糧成するためにシステム分析をもとにしたＰＰＢＳ

(P1anningHogTammlngBudgetingSystem:計画プログラム予算システム）を導入

した（第７章参照)。そこでは，多くの研究者力動員されて分析が行われ，国

防システムに関して，その目的が明確に定義されたうえで長期計画が策定さ

れ．費用・効果面から行動案が選択きれることになった。

たのがＯＲ（Ope航ationsResearch）であった。

管理科学とも称きれるように，ＯＲは生産管理や物流計画といった企業経

営の現場で用いられ，有力な管理手法として注目きれた。かつて．工場での

生産綱手法として-世を蔵蝋した科学的管理法が行政の現場に適用された

ように，ＯＲを政府にも適用し，合理的な意思決定が行われることが期待さ

れた（第７章参照)。

しかし，ＯＲは利益最大化といったように目的が与えられたうえでの意思

決定手法であり，どのような政策を実現すべきかという目的の選択を検討す

ることはできない。また，数式で定式化することができない複雑な構造の問

題や．不確実性を含む長期のIHI題の取り扱いも不得意であった（宮川，1973)。

そのため，政策決定の手法としてランド研究所を中心に開発きれたのがシ

ステム分析であった。システム分析は，①問題の明確化，②調査，③分析・

評価，④（分析結果の）解釈という４つのステップで行われるが（第７車参

照)，特に重要視されるのが問題の明確化である。問題の目的が明確化きれ

たうえで，長期にわたる現実の複雑な問題構造について，定性的な手法もふ

まえて分析きれる。そして，費用便益分析（CostBenelitAnalysis）や費用有

効度分析（CoSt函eCtivenessAnalysis）をもとに，代替案が体系的に比較・検

討きれ，選択されるのである。

１
１

マクナマラによって国防省に導入されたＰＰＢＳ

は，大規模爆撃機開発計画の見直しを実現す
PPBSの導入

るなど，＿定の効果をあげた。そして．ジョンソン大統領は1965年にこの

PPBSを国家予算全体に導入することを表明し，６８年度予算から全省庁で実

施されることになった（宮川，1969)。

各省庁ではまず担当プログラムの体系化が行われ，政策体系と同様の３層

の階層構造が形成された。例えば運輸省では，プログラム゛カテゴリー（都

市内輸送，都市間輸送など）→プログラム・サプカテゴリー（道路，大量輸送

機関など）→プログラム．エレメント（州際道路，１級道路網，２級道路網など)，

といった構造となった。

また，具体的なプログラム・エレメントに関しては便益が計測された。例

えば運輸省の州際道路であれば，車線マイル数といったアウトプット項目に

関して，時間短縮といった便益が測定された。

そして，各省庁は担当プログラムに関して．多年度にわたるプログラムの

アウトプットと予算費用に関する分析や，重要プログラム課題に関するシス

テム分析を行った。その分析資料は大統領府予算局に提出され，それをもと

に予算が編成された。

ＰＰＢＳの導入は予算編成の単なる技術的進歩というよりも大きな意味を

もつものであり，従来の利害調整による決定から，分析による決定へと移行

このように「ｉｎの知繊」の分析手法力塙度化

していくにつれ，分析による知識が現実の政

策決定の場に投入されていった。そして，そ

対貧困戦争と

ベトナム戦争

の流れはドレオンが指摘しているように，アメリカのジョンソン政権での対

貧困戦争（thewaronpoverty）とベトナム韓争という２つの戦争においてピー

クになった（deLeon,1988)。

ジョンソン大統領は1965年に偉大なる社会（GreatSociety）構想を打ち出

し，都市開発から公衆衛生の充実，教育援助まで多様な政策を策定し，翌

66年度から７０年度まで大規模な財政支出を行った。この樽想の中核を担っ

たのが対貧困戦争であった。対貧困戦争は地域社会事業，職業割I|練，基礎教

育等の事業で構成され，若年層を中心に失業者の解消がめざきれた。そして，

そのプログラムの策定から実施にかけて多くの社会科学者力鋤貝され，政策
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Ｓデー脱歩]…のﾗｽｳｴﾙ した。それによって初期政策科学の１つの目標であった「自動化」は実現

されたかに恩われた。

若くして政治学の泰斗となったラスウェルが，どのような経緯で政策科学と

いう学問を構想したのか。政策科学の宣言でもあった1951年の“Policy

Orientation,,がそもそも構想レベルのものであったこともあり，これまであま

り関心もはらわれず，明らかにはされてこなかった。

しかし政策科学の代表的学術雑誌であるＰｂｌｉｃｙＳｃｊｅ"“sの第３６巻１号

(2003年３月）に掲載きれた“Onthepolicysciencesinl943”という篭文にお

いて，ラスウェルが1943年に政策科学に関して作成した３つの文書が初めて

公開され，当時どのようなことを彼が考えていたかということが，おぼろげで

はあるが見えてきた（Iasswen2003)。

ラスウェルは，政策科学を構想するにあたって，1943年９月に「政策指導

者養成機関（ANAflToNALINsTrruTIONFORTTIETlRAININGOFPOuCY

LEADERS)」という提案書を。１２月に「個人的な政策目的（PersonalpoUcy

ohiectives)」と「政策科学研究所（ITIEINSITIUIEOFPOUCYSC正NCES)」

というメモを作成した。そこには，政策科学のあり方から政策研究組織や指導

者養成教育のあり方まで，また，抽象的な概念から具体的な'プログラムや人件

費まで，非常に多岐にわたる事項があった。

その中で，特に興味深いのは’①学際性の強調，②理論と実践の両立，③道

徳的価値の重視という３点である。まず，ラスウェルは総合社会科学としての

政策科学を掲げ，政治学，経済学，社会学，社会心理学〆法学といった関連学

問の統合を意識していたのであった。また，政策科学の体系的理詰の構築を志

向する一方で，ラスウェルは自身が政策アドバイザーとして『政策決定者の判

断の改善に寄与することも志向していた。そして，ラスウェルは個人の目標と

して，道徳と科学と政策を統合することを掲げ，政策科学を自由社会の中心に

ある「人間の尊厳（thedignityofman)」という価値を守るための手段とし，

政策科学の研究・教育機関のあり方を模索していた。

ラスウェルは政治学におけるエリート研究の第一人者であったため，エリー

ト主義者として考えられていた。しかし．人間の尊巌の重視にも見られるよう

に，彼自身は民主主義のための政策科学を構想していたのであった。初期の政

策科学は「自動化の選好」を掲げていったが，後にあらためてこの「民主主義

の政策科学」という側面が見直されることになったのであった。

1-2「ofの知識」の形成

｢ｉｎの知識」が1950年代から６０年代にかけ

て一気に発展していく中で，政策過程に関す

る「ofの知識」も形成されていった。ラスウェルは表２-１のように政策過

程を構成する７つの段階と機能を提示した（IaSSwell,1956)。

このように政策過程の構成段階の概念が示されたことによって，その後，

第３章の図３－１に示されるような具体的な段階モデルが提示された。
やわ

教科書モデルと椰楡きれるよう'二，段階モデルに対しては，現実の政策過

程がこのような順序を必ずしも経るわけではないことや，段階の間のメカニ

ズムがまったく示きれていないという批判がしばしば寄せられた。

しかし段階モデルは政策過程を理解するための基本モデルであることに

変わりはなく，さらに第３章で検討するアジェンダ設定の段階が前決定とし

て１つの研究領域を形成したように，それぞれの段階や段階間のメカニズム

に関して研究が進められることとなったのである。

ラスウェルによって政策過程がモデル化され

る一方で，政治学においても，政策決定の

モデルとして，リンドプロムがインクリメン

タリズム（漸進主義）の概念を提示した（第７章参照)。

リンドプロムは，目的の明確化→すべての代替案の探索→代替案の評価→

最適な案の選択という完全合理性モデルを合理的包括的意思決定（Rational

Comprehensive）と称し，その非現実性を批判した。そして．連続的限定的

比較（Succe＆siveLjmitedComparison）という意思決定アプローチが提示され

た（ljndblom,1959ル

リンドプロムは価値目標と手段は往々にして関連することを指摘し，目的

を達成するための手段の選択ということの非現実性を指摘した。また，政策

代替案に関する分析が実際には限定的であるため，代替案の連続的な比較と

して決定が行われることを指摘した。
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表2-1ラスウェルの段階モデル 図２－１システムモデル

環境機能段階

情緩をもとにした予詞と計画１詞査（1mにⅧgEm唾）

政策代替案の提案

法胤の制定

２勧告（鮭に、､正ndation）

３法令（Pmescmption） 入力 出力

法規に基づいた実施の検討４発動（Inmc3H池､）

法規に基づいた実施５適用（AppIicmtion）

６評伍（Appr誠劃）
環境政策の成功・失敗の評■

法規および取り決めの終了７終結（暉而ninatiom）
フィードバック

(出所）凹臼sw屯皿ｌ９５ａｐ２をもとに笠者作成。
(111所）Ｅ■熟loLl蝿7｡p・鋼,FHH.ｌを離稀吠出。

苔らに．リンドプロムは意思決定の戦略として，目的を達成するための最

適な代替案の選択ではなく，現状からのわずかな変化による決定を提示した。

そこでは、インクリメンタリズムという言葉に示きれるように，現状とは大

きく変わらない政策代替案のみが検討の対象ときれ，現在ある問題の改善に

より多くの分析が行われるとされた。

□第２期-科学…再鵬
初期の政策科学で掲げられた自動化の選好の

象徴としてＰＰＢＳは華々しく登場したが，わ

ずか３年後の1970年度には停止された。ま

このように，政策過程の個別のプロセスと決

定原理に閲するモデルが提示苔れる一方で，

行われた。イーストンは政治生活を分析する

システムモデル

政治システムの一般化の試みも行われた。イーストンは政治生活を分析する

モデルとしてシステムモデルを行動誼の観点から提示した（Easton,1957ル

イーストンは．図２－１に示きれるように，①入力（インプット)，②出力

(アウトプット)．③政治システム，④環境という４つの要素からモデルを構

築した。そこでは、まず，政治システムに対して，社会環境や国際的環境か

ら要求や支持が投入される。そして，政治システムはその要求を出力へと転

換し，（政策として）社会に対して提供きれる。さらに，その出力が環境に

フィードバックされ，次のインプットに影響を及ぼすとされる。

イーストンのモデルはフィードバックを中心に政治システムのダイナミ

クスを描くものであり，政治学へのインパクトは強いものであった。しか

しｲｰｽﾄﾝのｼｽﾃﾑﾓﾃﾞﾙでは,ｲﾝﾌﾟｯﾄからｱｳﾄﾌﾟｯﾄにつな

がる肝心の部分がくわしく説明きれておらず．いわゆるブラックボックスと

なっているため，政策決定のプロセスを説明する知繊である「ofの知識」

としては抽象的すぎることは否めない。

た，多くの研究者が投入きれた偉大な社会プログラムや対貧困戦争も期待き

れた成果を挙げられなかった。政策研究への関心は急速に高まっていたもの

の，政策決定の現場でのこのような不調を受ける形で，科学としての政策科

学の再構築が模索された。

まず,1970年に政策科学の専門学術雑誌Pb町Scj醜c鱈が発刊された。ラ

ンド研究所のクェードは巻頭言“WhyPolicySciences?,，において，政策科

学を学際的活動と位世づけ．ＯＲやシステム分析に代表きれる管理科学と，政

治学に代表される行動科学との融合がめざされるとした。

この動きの中で．政策科学の始祖ラスウェルは１９７１年にAPreDie8U〃

勘町Scie"CGSを刊行し再び政策科学の見取り図を提示した。ラスウェル

は政策科学を「公共的秩序と市民的秩序の決定過程についての知織（ｏｆの知

識)」と「その決定過程に投入きれる知識（ｉｎの知識)」に関する学問である

と定義した。そして．政策科学を構成する要素としてラスウェルは，①ア

クター間の相互作用が行われる社会的プロセスを分析するという「状況依存

性」②問題解決に向けた戦略を重視するという「問題志向｣，③政策プロ

1８第１部公共政策へのアプローチ 第２章公共政策学の系鰭ｚ，
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セスと政策問題の複雑性に対応するために多様な手法を用いるという「方法

多様性｣，といった３つを指摘した。

ラスウェルが1951年の自身の論文ToHcyOrientation”をより具体的な

形で示したのに対し，ドロアは新しい政策科学のあり方を模索した。ラスウ

ェルと同じく1971年に刊行したＤＢＳ軸ﾉｂ７ＰｂｌｉｔｙＳｃ鹿"“sにおいて．ドロア

は専門諸科学間特に管理科学と行動科学との間の壁を取り除き，さまざま

な知識を統合して政策決定に熊点を当てる超領域学（supradiscipline）として

政策科学を確立することを提示した。

同著では．政策科学が取り組むべき領域として＃①管理科学をもとに望

ましい代替案の開発および選択を行うという「政策分析」②個々の政策が

拠るべき全般的な目標や方針等の決定を行うという「メガポリシー｣，③政

策決定をどのように行うべきかということの判断を行うという「メタポリシ

ー｣，④政策決定を実際に改良するための方法と手段を検討するという「実

現戦略」といった４つが挙げられた。

図2-2政蛍分続のプロセス

(出所）Dunn,1蝿1.p4angUme3-7を筆肴灰出。

必婆性を指摘した。

後者の問題柵造化手法の検討に関しては，後述するポスト実証主義への方

法論的関心が高まる中，複雑な政策問題をどのように定義し，いわゆる第３

種遇醗（間違った定義の問題を解くという誤り）をどのように回避するかとい

うことが検討された（第４章参照)。

このように新しい政策分析のあり方が検討される中，ダンは図２－２のよう

な政策分析の概念図を提示した（Dunn,1981)。ダンは，政策分析を政策問題

解決のための政策関連情報の生産・変換活動としたうえで，政策関連情報

(閃２－２での長方形；政策問題→政策代替案→政策活動→政策結果）と,政策関

連情報を生産・変換するための政策分析手法（図2-2での楕円形：問題構造化，

予測，勧告，モニタリング．評価，実践的推給）とをもとに．政策分析の全体

プロセスを示した。図2-2で多様な分析をもとに政策関連情報が生産．変換

きれていることがわかる。例えば，図の一番上にある政策問題という政策関

連情報について見ると，特定の政策結果という情報が．問題構造化という分

析によって政策問題として定式化きれる（政策結果から政策問題という情報に

変換きれる)。また，それと同時に政策結果という情報は，評価という分析

2-1「inの知識」の再構成

三三壺冠三つ蝋鱗鯆聲鱗臘
おいては政策分析の方法論が検討きれた。そこで焦点となったのが，①政

策決定との結合，②問題構造化の手法の検討という２点であった。

前者の政策決定との結合に関しては，ＰＰＢＳの責任者であったシュルツも

検討していたが，政治的意思決定にどのように経済分析を投入するかについ

て，あらためて政策分析の方法論として検討された。

クェードは政策分析の失敗に関して，①不確実性，有効性，不完全性に

関する誤認．②政策分析者の失敗（分析者自身の偏向，問題定義の失敗，モデ

ル化の失敗)，③政策分析の活用における失敗といった要阻を指摘した

(Quade,1975)。そして，クェードは政策分析の政治的実行可能性や政策分析

者の倫理について言及したうえで．政策分析が政策決定過程において機能す

るために，①政策分析者の政策決定過程における位置づけ。②政策分析結

果を適切に供給する訓練．③政策分析への支援とその継続といった改善の
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によって政策業績という情報に変換きれ，苫らにその政策業績について価値

判断を行う実践的推論（p,ncUcalmiCTence）という分析を経て前述の政策問

題の定式化に影響を及ぼしてくるのである。

やインクリメンタリズム等の既存のモデルの批判を行ったうえで，独自の政

策決定モデルを示した（第７章参照)。

ドロアは政策決定の定性的側面の重視や．政策決定をどのように行うかと

いうメタ政策決定の重要性とあわせ，意思決定者の直観や推測といった超合

理的プロセスにも注目した。最適モデルのプロセスとして，①メタ政策決

定『②政策決定，③ポスト政策決定という３つの段階が示された。そして，

政策の帰結をもとに政策の修正や政策決定の改善を行うというフィードバッ

クのフェーズ（局面）が重視され，第４の段階とされた。

亘二．議蘇蝋;篠
て，苔まざまな研究者によって批判的検討が行われた。そこで共通して指摘

されていたのが、政策分析者が抱える問題であった。

その代表的研究者であるリンドプロムとコーエンは，政策分析が提供する

知識は政策問題の解決にはまったく役に立たないと厳しく論じた（Lindblom

andCohen,1979)。彼らは，知識を供給する社会科学者にとっては知識のた

めの知識，すなわち純粋理論のための知識を提供する研究が評価きれると指

摘した。そのため，政策決定者が望む，政策問題解決のための知識を提供す

る研究は評価きれないという，社会科学者を取り巻く環境の問題が指摘され

た。

また，それに関連してキヤプランやワイスらによって示きれたのが２つの

コミュニティの存在である（Caplan,1979;Weiss,1977)。政策決定過程におい

ては，知識の生産者である政策分析者と，知識の利用者である意思決定者と

は，別々の２つのコミュニティであるとぎれる。そして，それぞれの価値観

や信念の違いから，先に述べたように政策分析者が生産する知識は「知識の

ための知識」であり，問題解決のための知識を必要とする政策決定者は利用

しないことが指摘された。

ラスウェルは，政策科学の初期の段階から政
政策実施と政策評価

－－＝－ジノ策の決定と執行に関する知識の必要性も強調

していたが，第１期までは「ofの知識」は政策決定に関する知識が中心で

あった。しかし政策研究が進められるにつれ．「ofの知識」の範囲も拡大

することになった。

政策実施に関しては，ジョンソン政権の偉大な社会での各種プログラムの

失敗が研究の隆盛化の契機となった。前述のように偉大な社会プログラム

では，対貧困戦争をはじめとした多様なプログラムが実施きれ，社会科学者

も投入されたが，多くのプログラムが失敗に終わった。そのため，それらの

プログラムかなぜ失敗したのかということが注目され．プレスマンとウィル

ダフスキーが国務省経済開発局の補助金プログラムに関する研究書を１９７３

年に刊行すると，実施研究として注目され，多様な研究が行われた（第11章

参照)。

一方，政策評価に関しては，１９５０年代には個々の政府プログラムの評価

といった形で研究が行われていたが，実施研究と同様に偉大な社会プログラ

ムが隆盛化の契機となった（RossiF媚emanandUpsey,1999)。そこでは，同

プログラムを構成する各種プログラムの有効性に関する評価が行われ,７０

年代に入ると政策研究の一大研究領域となった。ワイスのテキストＥ”ﾉ“‐

岬〃Ｒ`s“唖をはじめとして多くのテキストや研究書力汗11行され，同様に多

様な研究が行われたのであった（第12章参照)。

、
Ⅱ
Ⅱ
’
Ⅱ
｜
Ⅵ
Ⅱ
４
冊
■
・
屯
Ⅳ
■
■
■
Ⅲ
■
・
Ｊ
ｑ
セ
ロ
■
胆
‐
・
中
肌
‐
凸
卸
１
．
－
１
１
■
Ｉ
Ｃ
】
■
ｎ
ｍ
Ⅶ
Ｍ
ｌ
Ｎ
ｄ
ｌ
ｌ
．
■
ｌ
叩

2-2「ofの知識」の展開

リンドプロムらによって提示されたインクリ

メンタリズムは，社会を構成するさまざまな
最適モデル

グループ間の相互作用によって政策が決定されるという多元主義の概念とと

もに「ofの知議」のスタンダードになった。

それに対し，ドロアはめざすべき政策決定システムとして最適モデル

(optimalmodeDを提示した（Dror,1968；1983)。ドロアは完全合理性モデル

政簸分析がもたらす知識に関する研究が進む

中で，「ofの知識」においても。どのように
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政策過程に知識が活用されているか（活用きれるべきか）という観点から，

知識活用研究が行われた。

評価研究の代表的研究者であるワイスは，政策決定者は政策分析によって

もたらされる情報を直接的に政策の決定に利用するというよりも，社会に対

する自己の理念，情報，態度等を形成する源として間接的に利用しているこ

とを指摘した（Weisal977)。そして，それによって徐々に政策決定者自身

が巻愛され,社会および政策問題に対する自己のﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑを変化きせ,結
果的によりよい問題解決につながるとした。

また．政治学においては．ヘクロによって「経験から生じる行動の比較的

長期にわたる変化」（Heclo,1974,ｐ306）という学習（leaming）の僚念が提示

された。ヘクロはイギリスとスウェーデンの社会政策の政策過程の比較分析

を行い，政策が権力や利害対立から形成されるのではなく，社会経済状況の

変化や過去の経験から国家がいわば学習することによって形成ぎれるとした。

ラスウェルが提示した状況依存性と民主主義の政策科学の概念であった。

ＰＰＢＳの失敗を検討するまでもなく，初期政策科学が掲げた自動化の選好

が挫折したのは，政策問題や政策決定の社会プロセスとしての側面を見落と

したことによるものである。そのため，トーガゾンが指摘しているように，

ラスウェルの状況依存性の観点から，政策問題および政策決定の社会プロセ

スの分析を行うことの重要性が再認識きれた（TbrHe服50,,1985)。

また〆初期政策科学での自動化の選好によって生じた問題として．官僚に

代表きれる技術的専門家（technoc｢aIicexpertise）の台頭による民主主義の危

機が指摘されてきた。専門性の壁によって普通の市民は政策決定の場から隔

絶され，ラスウェルの提唱した民主主義の政策科学とは正反対の結果になっ

たのであった。そのため，フイッシャーが強調したように，専門家と市民の

関係を変革し，とりわけ参加という要素を重要視し，民主主義を強化するこ

との重要性が再趨識された（Fischer,1990)。

３－１「ｉｎの知識」の再構成

□第３期-ｱｲﾃﾞﾝﾃ仇の鰄 ＯＲやシステム分析に代表される実証主義的

政策分析の限界が広く認識きれる中，1980

年代に入るとポスト実証主義(postpositivism）第２期において政策科学は科学を標袴して再

出発をはかった。そこでは，ドロアは「超領

像を提唱し管理科学と行動科学の融合に焦

の検討が本格化した。ポスト実証主義は社会科学の方法論の転換であり，そ

こには多くの理論が含まれるが，政簸分析に関しては，①解釈学．②批判理

践，という２つの学問が大きく影響を及ぼした。

まず，解釈学の観点からは，実証主義の根幹にある事実価値二分法（事実

と価Iiliを峻別して，事実の収集と分析のみを行う）の問題が指摘きれたうえで．

政策分析肴と政策決定者間の問題や．アクター間の認識の差異の問題が取り

上げられた（DIyzek,1982)。政策過程においては多様なアクターが参加し，

それぞれのアクターが自身の認繊のもとに特定の行為を選択している。政策

問題が入り組んだ問題（wickedproblem）になることは前車で述べたが．その

入り組んだ状況をほどいていくためには，まさにラスウェルが状況依存性と

して強調しているように，多様なアクターの行為の前提となっている状況の

相互理解が必要になる。そのため，解釈学的政策分析においては，アクター

域学」としての新しい政策科学像を提唱し管理科学と行動科学の融合に焦

点を当てながら．専門諸科学の総合化をめざした。また，専門学術雑誌の発

刊や，専門大学院の開設といったように政策科学の学問環境が一気に充実し

たことから．政策科学は独り立ちする力､に思われた。

しかし，ドロアの超領域学としての政策科学は，掛け声のレベルにとどま

った。ドロアの最大の業績とされる最適モデルも政策決定をこのように行う

べきという規範モデルであり，政策決定過程の記述モデルもしくは分析モデ

ルとしては非常に現実離れしており，その結果「ｏｆの知織」としても定着

しなかった。

このように政策科学の再出発は不調に終わり，１９８０年代中盤から再び政

策科学の自分探しの旅が始まった。そこで政策科学者たちが注目したのが，
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の行為の背景や意図について分析を行うことに焦点が当てられた（Jennings

l983)。

一方，批判理論においては､政策決定過程におけるコミュニケーションの

問題が指摘されたうえで，政策決定者と市民との間でのコミュニケーション

のあり方が取り上げられた。政策決定過程において，利益集団の相互作用に

よる多元主義的決定や，官僚の専門性による意思決定では，政策決定者と市
⑪ｂＤ９よく

民との間でのコミュニケーションカゼ阻害・歪曲きれてきた。それ'二よって．

問題状況の正確な理解や，市民のニーズにあった政策や．市民による政策の

受容が困難になった。そのため．ハバーマスが理想的発話状況（ideaIspeech

situaldion）と称するように，両者間のコミュニケーションの場を設定するこ

とが必要になってくる。そして，批判理詰的政策分析においては，政策分析

過程における審議や議論に焦点が当てられた（Forester,1985)。

図2-3参加型民主主麓での参加型政策分析

政鷺決定者

噴践

助甘・賦匠

(出所）Ulrnmg・l99ap.:〕05,FigurcL（A）を筆活訳出。

政策分析および政策分析者の役割は，従来の価値中立的な立場ではなく，政

策決定者との議論の過程において市民に対し助言および論証を与え議訪への

参加を助力すること，すなわちその制度的・知的コンテクストを創出するこ

とである（Dummg,1993)。そして，政策分析者はその議論のプロセスの中

に自ら参加し共同調査および討論を経て問題解決のための行動案を作成す

るときれた。ポスト実証主義が検討ぎれる中，1990年代に

入るとドレオンやフイッシャーらを中心に新
参加型政策分析の提示

3-2「ofの知識」の展開
しい政策分析の方法論が検討きれ，参加型政策分析（ParticipatoryPolicy

Analysis:PPA）の概念が提示きれた。

参加型政策分析とは，技術的専門家が有する専門的知識に加え，市民が有

する「普通の知識」を取り込み，言説と議論を基本的な媒体とした審議プロ

セスを経て政策問題の代替案を作成するという分析手法，もしくは分析的問

題解決プロセスとされる。

そのため，まず特定の政策問題について政策論議の場（PPAパネル）が設

定され．そこがいわば開かれた議論の場（openfOIn）として，利益集団を含

む利害関係着のみではなく市民の参加が行われる。ＰＰＡパネルは批判的理

論の価値目標である理想的発話状況が実現きれる場であり，すべての参加者

が平等な立場および知識から政策問題への見解を表明し，そこで行われた議

論をふまえたうえで従来の権力関係ではなく相互和解によって合意が得ら

れるとぎれた。そして．同パネルでもたらきれるすべての情報，特にこれま

であまり重視きれることのなかった市民の普通の知識を含んだ情報をもとに

政策代替案が作成きれるのである。

図２－３で示されるように，参加型民主主義での参加型政策分析においては

政治学においてアクターの行動を分析する視

角の中核にあったのは，アクターにとっての

屡代からそのアクターを取り巻く制度が．ア利益であった。しかし，1980年代からそのアクターを取り巻く制度が，ア

クターの行動への制約となり，影響を及ぼすことが指摘きれ，「ofの知識」

として制度が注目きれた（第９章参照)。

制度への注目にはいくつかの流れがあるが．まず指摘きれるのが国家への

注目であった。強い国家，弱い国家という言葉に示きれるように，国家の自

律性とその能力について注目する国家論が台頭する中で，その能力の源泉が

分析の対象となった。そして，官僚制度といった国家を構成するさまざまな

制度や，金融制度といった国家と社会を結び付ける回路となるさまざまな制

度への研究関心が高まった。

この国家をめぐる研究動向とあわせて，アクターの行動の分析方法に関す

る議詰が．社会科学全体で制度の重要性が広く認識されるきっかけとなり，

新制度論（newinstimtionalism）として隆盛化した。

組織論の代表的研究者でもあるマーチとオルセンは行動論でこれまで想定

第２牢公共政策学の系譜３７３６第１脇公共政策へのアプローチ
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根拠，社会的・技術的制約といった情報を政策決定の議論において提供する

役割を果たすとされる。

トーガソンの註文から２０年以上の歳月がたった現在でも第３の顔での分

析方法が定まらないこともあり，第１の顔への幻想は続いている。しかし，

それはあくまで幻想であり，（第２の顔として）政治が知識の仮面をかぶる

危険性があることをトーガソンは警告しているのである。市民パネルなどで

参加型政策形成が試行きれている現在，政策分析者にはポスト実証主義的分

析手法を確立し，その「開かれた場」において（分析者と社会・市民との間

で）反省的対話を行うことが求められているのである。

lα"ICBα〃pCODUSe河『（助言と名

deL尼0,,1988)．政策分析と政策決定との関係０

あった⑪ＰＰＢ 肛策分析の吾！

,Ｍｳｩﾛ申【す刃巨晉マニＥ

野望は．失勵

）胃「催

きれたアクターの行動について疑問を呈した（MarchandOlsen,1984；1989)･

目的最大化という言葉で示されるように，行動論ではアクターは自己の利益

を最大化するように行動すると仮定きれ，アクターの行動の分析においても

アクターが有する利益に焦点が当てられていた。しかし，マーチとオルセン

は個々のアクターは自身を取り巻くざまざまな制度からの影響を受けている

ことを指摘し，制度の重要性を主張した。

!ZＩ 71詮す、〕γ①ＡｎＤ

Ｉ１ｒ
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7】疋一〕d７，基白
､r口e砲ＳＯｎ－１９識

政治学では制度が再注目されるのと同時に

アクターが保有する理念（アイディア$ideas）

〃ノミ⑪

Ｈｆ

がアクターの行動の分析視角として注目された（第10章参照ル

ダーシックとカークはアメリカでの規制緩和の政策過程の分析をもとに，

理念の政治（pouticsofideas）という概念を提示した（DerthickandQui｢kl985)。

ダーシックとカークは，規制緩和という理念の説得力とその理念の推進者

によって，規制を維持しようとするアクターが打破され，規制緩和が実現し

たと説明した。それによって，利益に対抗する理念という位置づけで，政策

過程の分析視角として理念が注ロきれた。

この理念の概念は，経済自由主義といったように規範レベルにとどまるも

のであったが，1990年代に入ると国際関係論，比較政治学においてさらに

精綴化され，ゴールドスタインらはアイディアの概念を再提示した（Goldstein，

1993:GoldsteinandKeohane,1993)。

ゴールドスタインらは．このアイディアの概念には単なる理念だけでなく，

鯛政策科学でのｌ自動化の震Ｉ の髄は第１の砥】と差皇@

、政治的状況に左花

[策分析が政治的に利用 司俸も⑬

の悪図に合 の顔での政百竜分湘

、失望と．第２の顔での政策分析への幻濁

、方7主讃的転軽 の力迅増再３の鯛でZｉ
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技術的手段の指針まで含むものとし，苫らに，そのアイディアがどのように

政策決定に影響を及ぼすかということの研究が進められ、アイディア・アプ

ローチとして注目された。

表２－２２つの知蛍のアプローチの変遷

鯖１期 第３期

ポスト実証主義

参加型政簸分析

新制度諸

アイディア・アプローチ

政策学習

ｉｎの知繊

ofの知欺

政策分析方法誼ＯＲ

システム分析

第２期でのワイスの知識活用の研究やヘクロ

の学習概念をもとに政策学習（policyleam‐

段階モデル

インクリメンタリズム

モデル

システムモデル

最適モデル

知識活用

政策実施誼

政策評価茜

筒
…政策学習

ing）として，政策過程におけるアクターおよびアクター間の学習の様態に

関して多様な概念が提示された（第10章参照ル

サバテイアらはワイスらの研究をもとに，「経験に起因し，政策目的の達

成もしくは改訂に関係する，思考や行動意図の比較的持続的な変化」

(JenkinsPSmithandSabatier,1994,ｐ､182）という政策志向学習（policy-onented

leaming）の概念を提示した。

サバテイアは．特定の政策領域において利害・関心をもつさまざまなアク

ターが参加する「場」である政策サブシステムにおいて，特定の政策を唱道

する唱道連合グループ間の相互作用によって政策が形成されるとした。そし

て．その相互作用の過程において政策志向学習が生じ，グループの行動およ

び政策内容に影響が及ぼされるとした。

また，ホールはへクロの学習概念の精綴化をめざし「過去の経験や新し

い情報に対応して，政策の目標もしくは手段を修正する試み」（Hall,1993,ｐ、

278）という社会的学習（socialleaming）を定義した。ホールは，国家が能動

的に学習することを強調し当該領域の専門家が重要な役割を果たすことを

指摘した。そのうえで，その学習をもとに政策が段階的に変化するプロセス

が提示された。

官僚組織内部における政策学習に関しても研究が進められ，ローズは教別１１

導出（lesson〔hnwing）の概念を提示した（Rose､199131993)。ローズは，当該

政策の担当部局が，同様な政策問題に直面した他国での政策およびその社会

的帰結について考察することを指摘し，そこでの教訓を自国の国内状況に照

らし合わせながら，政策形成を行うことを指摘した。

(出所）繁渇作成。

その時代背景の中で変化してきた。ラスウェルが政策科学の構成要素とした

｢ｉｎの知識」と「ofの知識」へのアプローチは．表2-2に示きれる変遷をそ

れぞれたどってきた。

ここで注意しなければならないのは．新しいアプローチに取って代わられ

たというよりも，既存のアプローチを補完しながら現在に至っているという

ことである。

政策決定にどのような知識を投入するのかという「ｉｎの知識」に関して

も，実証主義からポスト実証主義への方法論的転換がはかられ，参加型政策

分析の概念が提示されたものの．費用便益分析に代表きれる従来の政策分析

に置き換わったわけではない。そこでは，従来の政策分析において軽視きれ

てきた問題の柵造化や，理想的発話状況の構築といったものを，新しい分析

手法で補完することが試みられた。一方，そのポスト実証主義は参加を強調

するあまり規範的・価値的になっているという問題や，アプローチが厳密に

検証言れているわけではないという問題があり，公共政策学をいっそうつか

みづらくし，混乱させる要因になっていることは否めない。

また,政策がどのように決定，実施されているかという「ofの知識」に

閲しては，インクリメンタリズムや多元主義における利益という分析視角を，

第３期で提示きれてきた制度や理念・アイディアの概念が補完している。そ

れとあわせて，段階モデルとしてとらえられた政策過程に関しても。知識活

用の概念を経たうえで，政策学習の概念によって段階間のダイナミズムが補

完ぎれているのである。
３－３公共政策学はどこに向かっているのか

学問としての公共政策学は，第二次世界大戦後に政策科学として誕生し，

4◎第１部公共政策へのアプローチ 第２章公共政策学の系譜４【


